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補助事業計画書
Ⅰ　申請企業の概要

	企業名
	

	代表者
	（役職）　　　　　　　　　　　　（氏名）

	本社所在地
	

	県内事業所所在地
	

	担当者
	（部署）　　　　　　　　　（役職）　　　　　　　　　（氏名）

	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	メールアドレス
	

	設立
	
	決算期
	

	企業の沿革
	

	主要事業の状況
	品目名
	年間売上高（千円）
	主な取引先

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	計（総売上高）
	
	

	過去に受けた
補助金、助成金など
（国、県、市町）
	時期
	対象事業
	交付機関・制度名
	補助金額（千円）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	




Ⅱ　事業計画

	１．テーマ
	

	２．現状の課題
	

	３．補助事業の内容
	

	４．県内企業への発注拡大のための取組内容
	

	５．事業効果見込み
	

	６．１００億宣言※
（いずれかに◯）
	ア）公表済又は申請中（公表年月日又は申請年月日：　　　　　　　　　）
イ）申請予定（申請予定時期：　　　　　　　　　　　　　　）

	７．Ｎぴか認証※
（いずれかに◯）
	・取得済（認証年月日：　　　　　　　）　
・申請中（申請年月日：　　　　　　　）　

	８．「パートナーシップ構築宣言」を行った日※
	　　　　年　　　月　　　日

	９．補助申請額
	補助対象経費
	補助金額

	
	千円
	千円


注１．「２．現状の課題」、「３．補助事業の内容」、「４．県内企業への発注拡大のための取組内容」及び「５．事業効果見込み」は、　具体的に記入してください。
注２．「９．補助申請額」の「補助対象経費」は、「Ⅲ収支予算書」の「（２）支出の部」の「補助対象経費計（Ｂ）」の額と一致します。
注３．補足説明があれば、適宜資料を添付してください。※「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイトに公表している同宣言を添付してください。
※宣言を行っていない場合は申請対象外となります。
※左のいずれかに◯がつかない場合は
申請対象外となります。


※売上高１０億円以上１００億円未満の事業者で、同宣言の意向がない事業者は、申請対象外となります。

Ⅲ  収支予算書
（１）収入の部          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　               

	経費区分
	金額（千円）
	備　　　　　考

	補助金（Ａ）注１
	
	

	借入金
	
	

	自己資金
	
	

	その他
	
	

	合　　計　注２
	
	


注１：（Ａ）は「（Ｂ）の金額の２分の１（千円未満切り捨て）」と「３０，０００千円」のいずれか低い金額を記入してください。
ただし、下限は１５，０００千円となります。
注２：合計金額は、「（２）支出の部」の合計金額と一致します。

（２）支出の部

	経 費 区 分
	補助事業の実施に
要する経費（千円）
	補助金額（千円）
	経費の内訳

	補助対象経費
	設備投資費
	
	
	

	
	補助対象経費計（Ｂ）
	
	
	

	補助対象外経費
	
	
	
	 

	
	
	
	
	

	
	小　　計
	
	
	

	合　　 計
	
	
	


注１．「経費の内訳」は、設備投資費の概要を記入し、補助対象経費については、別紙１に積算内訳を記載してください。


（別紙１）
補助対象経費明細

	経費区分
	金額（円）注１
	内容注２
	説明・積算内訳注２

	設備投資費
	円
	円
	
	

	
	
	円
	
	

	
	
	円
	
	

	
	
	円
	
	

	
	
	円
	
	

	
	
	円
	
	

	
	
	円
	
	

	
	
	円
	
	

	
	
	円
	
	

	
	
	円
	
	

	合　　計
	円
	円
	
	


注１．「金額」の左欄は、「Ⅲ 収支予算書」の「（２）支出の部（補助対象経費）」の金額と一致します。
注２．「内容」「説明・積算内訳」は、実施要綱別表１の「補助対象経費」欄を参考に、経費の内訳を記入してください。


Ⅳ　事業スケジュール
	番号
	実施項目
	実施時期

	1
	
	

	2
	
	

	3
	
	

	4
	
	

	5
	
	

	6
	
	

	7
	
	

	8
	
	




[bookmark: _Hlk153917189]Ⅴ　雇用（従業員数）の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	項目
	直近注１
（　年　月　日)
	補助事業
完了１年後注２
（　年　月　日)
	補助事業
完了２年後注２
（　年　月　日)
	備　　考

	役員
	
	
	
	

	正社員
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


注１：「直近」には、補助金交付申請日の属する年度の４月１日における従業員数を記載してください。
注２：「補助事業完了１年後」及び「補助事業完了２年後」には見込み値を記載してください。
　　（補助事業実施前と比べて雇用がどの程度増加するか、見込みを記載）






Ⅵ　県内企業への発注拡大計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	発注先注１
（発注内容）
	発注（計画）金額

	
	直近注２
（基準）
	補助事業完了後
１年度目
	補助事業完了後２年度目
	以降の年平均

	
（　　　　　　　　　）
	
	
	
	

	
（　　　　　　　　　）
	
	
	
	

	
（　　　　　　　　　）
	
	
	
	

	
（　　　　　　　　　）
	
	
	
	

	
（　　　　　　　　　）
	
	
	
	

	
（　　　　　　　　　）
	
	
	
	

	合計（　　　　　社）注１
	
	
	
	


※Ｒ８年度中に補助事業完了の場合、補助事業完了後１年度目＝Ｒ９年度、補助事業完了後２年度目＝Ｒ１０年度　となります。
※欄が足りない場合は、適宜、行を追加してください。
注１．発注先は、発注金額が多い順に５社程度を記載し、そのほかの発注先については、発注内容ごとに「その他●社」とまとめて記載してください。また、合計欄には、発注額を増やす企業の社数を記載してください。
注２．「直近」は、直近決算期における発注金額又はＲ７．４～Ｒ８．３期間中における発注金額を記載してください。
※県内企業への発注拡大・サプライチェーン強化に資する取組であることの説明（自由記載）
	内　　　　　　　　　　　　容

	




Ⅶ　建物取得に関する計画
（１）施設の概要
	施設の名称
	

	施設の所在地
	

	敷地面積
	㎡
	建築面積（延床）
	㎡

	施設の構造・用途
	　　　　　造・　　　　　建・

	主要製品等
	



（２）土地・建物の所有関係
	
	補助事業実施前
	補助事業実施後

	土地の所有権者
	
	

	建物の所有権者
	
	



（３）添付書類
　　・付近見取図、現地説明図
　　・施設の配置図、平面図、立面図
　　・設備の配置図
　　・施設の取得金額の算出根拠資料（見積等）
　　・その他の補足資料

